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第 1 章 序論 
 
1-1 研究背景 
 
 近年、鉄筋コンクリート構造物の早期劣化が社会問題となっている。日本では 1923 年の
関東大震災以後、防火や耐震などの有用性が認められ鉄筋コンクリート構造の建造物が増
加している。鉄筋コンクリートは、鉄筋がもつ破断しない粘り強さ（靭性）と引張強度、コ
ンクリートがもつ高い圧縮強度を組み合わせたものである。しかし、大気中の二酸化炭素が
コンクリート内部に侵入し炭酸化反応を起こすことによる中性化、塩化物イオンの影響で
鋼材が早期に腐食する塩害等の問題が起こっている。コンクリート構造物の劣化要因は鉄
筋腐食だけではなく、ひび割れや内部の膨張圧増加などが引き金となり、連鎖的に劣化が進
行し、やがて鉄筋破断やコンクリートの崩落といった耐力低下、第三者被害の発生に結び付
く。劣化が進行すると、コンクリート表面にひび割れが顕在化するため、コンクリート構造
物の劣化診断は主に、コンクリート表面の観察によって行われ、現在では 5 年毎の定期診
断が義務付けられている。 
一方で、劣化がコンクリート表面に顕在化する前に劣化を評価するためには、コンクリー
ト内部の鉄筋の腐食評価が有効である。コンクリート構造物の腐食診断に用いられる一般
的な検査方法として、以下に示す自然電位法や分極抵抗法といったものが挙げられる。 
（1）自然電位法 
 自然電位法とは、コンクリート中の鋼材腐食は電荷の移動を伴う電気化学的反応である
ことを利用した方法である。鋼材と照合電極間の電位差を測定することにより腐食度合い
を判定する。 
（2）分極抵抗法 
分極抵抗法とは、自然電位法と同様に鋼材腐食が電気化学的反応であることに着目した
方法である。この方法では、鋼材の腐食速度と分極抵抗の逆数が比例関係にあることを利用
し、腐食速度の推定を行う。 
 
 これらの方法は、現在唯一使われている鉄筋腐食評価法であるが、コンクリートの一部は
つり出しが必要である微破壊試験であり、広い範囲の迅速な評価が困難なことや、コンクリ
ート表面の乾湿に影響を受けるため精度に問題があり、定量的な腐食評価は困難といえる。
その他の方法として、研究段階では鉄筋を加温し表面温度を計測する方法や弾性波計測と
いった手法もあるが非破壊的かつ定量的に腐食量を測定する技術は実用レベルでは確立し
ていない。 
 そこで本研究では、鉄筋腐食の進行による鉄筋周囲のひび割れや腐食生成物の影響で、コ
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ンクリートによる鉄筋の拘束力が低下することに注目し、鉄筋コンクリート構造物内の鉄
筋を振動させその振動変位を計測することができれば非破壊で腐食評価が可能であると考
えた。そこで、既存の励磁コイル加振システムを利用して非破壊的に鉄筋を加振させ、電磁
波レーダ法において、振動する鉄筋のドップラ成分を取得することで鉄筋振動変位を非破
壊的に計測し、鉄筋振動変位と鉄筋腐食量の関係から、鉄筋の腐食評価を行う方法の検討を
行った。 
 
1-2 研究目的 
 
 本論文では、励磁コイルを用いた加振レーダ計測によりコンクリート供試体内部の鉄筋
を振動させ、その受信波形から振動変位を算出する手法を提案し、健全なコンクリート供試
体の振動変位と、電食試験により腐食を促進させた供試体の振動変位を比較することで定
量的な鉄筋腐食評価を行うことを目的とする。 
その後、実構造物から取り出した RC 部材を用いて計測を行い、実構造物においても加振
レーダ法による鉄筋腐食評価を行うことができるかの基礎的な検討を行った結果について
述べる。 
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第 2 章 加振レーダ法の基本原理 
 
本章では、加振レーダ法の基本的な原理について述べる。 
 
2-1 原理 
  
 本頁では、加振レーダ法の基本的な原理について述べる。 
 Fig. 2-1-1 に加振レーダ法におけるドップラ変位計測の概念図を示す。 
 
 
Fig. 2-1-1：加振レーダ法の概念図 
 
 原点にあるアンテナから計測対象である反射体に向けて単一周波数 𝑓 の電波を照射し、
距離 𝑙 離れた反射体から反射波を受信する。この間、計測対象を単一周波数 𝑓
𝑣
 で振動させ
ると電波の波長に対して、振動変位が十分に小さければ反射波は周波数 𝑓 の無変調成分と
周波数 𝑓 ± 𝑓
𝑣
 の 1 次ドップラ成分の 2 種類の波に分離するものとみなせる。このとき、無
変調成分、ドップラ成分を直交検波して得られる?̇?
0
(𝑓)、?̇?
±
(𝑓)はそれぞれ近似的に式(2-1)、
(2-2)のように表される。 
 
?̇?
0
(𝑓) ≅ ?̇?𝑒
𝑗2𝜋𝑓2𝑙
𝑣                                                 (2− 1) 
振幅:
電磁波
加振
振動数:
周波数:
反射体
伝搬速度:
アンテナ
伝搬距離:
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?̇?
±
(𝑓) ≅ ±2𝜋𝑓𝛿?̇?
0
(𝑓) ∕ 𝑣                               (2− 2) 
 
ここで?̇?、𝑗、 𝑣 はそれぞれ、反射体の複素反射係数、虚数単位、電磁波のコンクリート中で
の伝搬速度である。一般に上式は空間分解能を有していないが、電磁波の周波数 𝑓 を下限周
波数 𝑓
𝐿
 から上限周波数 𝑓
𝐻
 まで掃引しながら、その伝達関数を計測し、逆フーリエ変換すれ
ばレーダ応答 𝑔
0
̇ (𝑡) 、 𝑔
+
̇ (𝑡) がそれぞれ以下で与えられる。 
 
?̇?
0
(𝑡) = ?̇?𝑠𝑖𝑛𝑐 {𝜋 (𝑓
𝐻
− 𝑓
𝐿
) (𝑡 −
2𝑙
𝑣
)}       (2− 3) 
 
?̇?
+
(𝑡) =
𝛿
𝑗𝑣
𝑑
𝑑𝑡
?̇?
0
(2𝑙/𝑣)                                      (2− 4) 
 
ここで、sinc(𝑥) = sin(𝑥) /𝑥 となる関数であるため、無変調成分𝑔
0
̇ (𝑡)は反射体までの往復時
間 𝑡 = 2𝑙/𝑣 においてピークを有する波形であり、通常のレーダ反射応答と等価な時間波形
である。一方、正のドップラ波形は 𝑔
0
̇ (𝑡) の微分波形と同一形状となり、その振幅は振動変
位 δ に比例する。したがって、距離 𝑙 にある反射体の振動変位 δ(𝑙) は無変調成分の微分波形
とドップラ成分波形の反射波到達時刻の振幅比として式(2-5)で与えられる。 
 
𝛿(𝑙) = 𝑣 |?̇?
+
(2𝑙/𝑣)/
𝑑
𝑑𝑡
?̇?
0
(2𝑙/𝑣)|                (2− 5) 
 
したがって、両成分の反射波が明瞭に分離していれば、レーダによる高い空間分解能で任意
の距離にある反射体の振動振幅を推定することができる。 
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第 3 章 計測システム及び装置概要 
 
 本章では、加振レーダ計測のための計測システムについて述べる。 
 
3-1 計測システム概要 
 
 単一周波数のセンシング波の受信波形 ?̇?(𝑓, 𝑡) からレーダ応答（すなわちインパルス応答）
を得るには、周波数 𝑓 を広帯域に掃引して、その伝達関数を計測し、逆フーリエ変換をすれ
ばよい。ネットワークアナライザは送信信号と同一周波数の直交する 2 つの参照信号と受
信信号とを掛け合わせ、その低周波成分を取り出す（直行検波）ことで各周波数の複素伝達
関数を計測できる。低周波成分を取り出す際にはローパスフィルタが用いられるが、その帯
域幅を IF（Intermediate Frequency）帯域幅と呼び、IF 帯域幅を狭くすればするほど SN 比の
高い計測が可能であるが、帯域幅に逆比例して計測時間がかかるという特徴を有する。一方、
本計測では 𝑓𝑣  のドップラ周波数遷移を起こした成分の複素伝達関数を計測することが目的
である。そのためには、送信信号が 𝑓  のとき、参照波を𝑓 − 𝑓𝑣  とする必要があるが、ネット
ワークアナライザ内部の参照周波数と送信周波数は同一であり、基本的にはドップラ成分
のみの計測は困難である。 
 そこで、送信信号にネットワークアナライザの外部で加振周波数を加え、𝑓 − 𝑓𝑣   に変調し
て送信アンテナから送信後、ドップラ効果によって周波数が  𝑓𝑣   だけ低下した周波数𝑓の成
分を受信することにより、ネットワークアナライザを用いてドップラ計測を可能とした。ま
た、この際、ドップラ成分のみを計測するために、ネットワークアナライザの中間周波数帯
域幅である IF 帯域幅は加振周波数より十分小さくしておく必要がある。 
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3-2 ブロックダイアグラム 
 
 加振レーダ計測を行うためのネットワークアナライザを用いた加振レーダシステムのブ
ロックダイアグラムを Fig. 3-2-1 に示す。また、本システムによるセンシング波の変調の流
れについて以下に示す。 
 
 
Fig. 3-2-1：計測システムのブロックダイアグラム 
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 センシング波の変調は以下のような流れとなる。 
１． ネットワークアナライザの出力端子(OUT)から周波数 𝑓 で信号が送信される。このと
き、送信周波数は単一のものではなく中心周波数からあるスパンで周波数を変更しな
がら送信される。 
２． 位相分配器で信号の位相を 0°と 90°に分配され、変調用発振器によって出力された周
波数𝑓𝑣で位相差が 90°の信号がミキサで掛け合わされ、混合器で足しあわされることで
ネットワークアナライザの周波数𝑓𝑛より加振周波数𝑓𝑣だけ変調された信号となる。 
３． 変調された信号は送信側のアンテナよりセンシング波として出力され、励磁コイルに
よって周波数𝑓𝑣で加振された計測対象によって反射し、ドップラ効果を受けて受信側の
アンテナで受信される。励磁コイルによって磁性体を加振する場合、励磁コイルに印加
される電圧の周波数の 2 倍の周期で振動をするため、実際に加振をするときは加振用
発振器の周波数は𝑓𝑣/2にする必要がある。 
４． 受信された信号はネットワークアナライザにて取り込む。ネットワークアナライザは
受信側で直交検波を行うため、ネットワークアナライザの出力周波数から IF バンドの
幅 10 Hz でのみ取り込み、ドップラ成分以外の周波数成分を除去することが可能とな
る。 
 
3-3 イメージキャンセリングミキサ 
 
通常、周波数シフトにはミキサを用いるが、周波数シフトは正負の両側に同時に発生する
ため、片側のみの周波数シフトを実現するイメージキャンセリングミキサ（ICM）を構成す
る必要がある。まず、送信信号を位相分配器により直流成分に分解し、発振器で作成した直
交する加振周波数成分をそれぞれミキサで変調し、その後、混合器を用いて合成することで、
片側の周波数成分のみを作り出す。本システムにより 0.7~13 GHz のセンシング周波数にお
いて加振ドップラ計測が可能である。Fig. 3-3-1 にスペクトルアナライザを用いて計測した
ICM による周波数シフト前後の周波数スペクトルを示す。 
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Fig. 3-3-1：ICM による周波数シフトの例 
（中心周波数：6[GHz]、変調周波数：100[Hz]） 
 
センシング波の中心周波数を 6 GHz とし、周波数シフトを 100 Hz とした。図より、中央の
白の点線で示された 6 GHz の-100 Hz にスペクトルのピークが移動しているのが確認でき
る。また、+100 Hz の信号は-100 Hz の信号に対し、-34 dB 程度低下している。Fig. 3-3-2 に
本計測システムでの受信信号のスペクトルの例を示す。 
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Fig. 3-3-2：ICM による周波数シフトの例および、ICM の漏れ成分の除去方法の概念図 
 
ICM からの出力信号は 𝑓 − 𝑓𝑣  の周波数成分（赤）が最も強く、合成による消え残りの成分
（緑）が 𝑓 + 𝑓𝑣  に現れる。また、一般にミキサは変調させないでそのまま通過させる漏れ成
分（青）も有している。その後、ドップラ効果により直流成分と正負の一次の加振周波数成
分（同一の振幅で発生し、 𝑘𝑠𝛿 が小さければ高次のドップラ成分ほど小さくなる）が畳み込
まれ、受信信号のスペクトルは以下の図のように表される。周波数 𝑓 の成分には、所望の負
のドップラ成分に加え、正のドップラ成分、漏れの成分との線形和が表れる。その振幅は所
望のドップラ成分に対し、漏れ成分は𝐴 − 𝐶 dB、正のドップラ成分は𝐵 dB小さくなる。本シ
ステムでは、正のドップラの影響𝐵は Fig. 3-3-2 より 34 dB 程度であり、ほとんど無視でき
ると考えられるが、漏れ成分𝐴が比較的大きく 40 dB 程度であり、C(= 1/𝑘𝑠𝛿)は加振振幅と
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センシング波の波長による振幅低下項が 30 dB とすれば、漏れ成分の影響は 10 dB と無視で
きない。この漏れ成分は ICM により変調した状態で加振を行わない計測を行うことにより
計測可能であり、加振の有無によるレーダ応答の差を取ることにより漏れ成分をキャンセ
ルできると考えられる。 
 次に、本システムで用いたイメージキャンセリングミキサ部での送信波変調について述
べる。イメージキャンセリングミキサ部での送信波変調は以下のように行われている。 
ネットワークアナライザの送信部からの信号を sin(2𝜋𝑓𝑡) 、変調用発振器の出力は CH1 と
CH2で位相差が90°になっているため、それぞれの信号をCH1： sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡) 、CH2： cos(2𝜋𝑓𝑣𝑡) 
とすると、ミキサ部で信号が掛け合わされ、その後混合器によって足し合わされるため 
 
sin(2𝜋𝑓𝑡) × sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡) + cos(2𝜋𝑓𝑡) × cos(2𝜋𝑓𝑣𝑡) 
= cos{2𝜋(𝑓 − 𝑓𝑣)𝑡}               (3-1) 
 
となる。更に、計測対象を加振することにより式上では掛け合わせと考えることができる。
加振用発振器から励磁コイルに出力される加振部をミキサと等価として考えると、加法定
理の積和公式より 
 
cos{2𝜋(𝑓 − 𝑓𝑣)𝑡} × sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡) 
=
1
2
[sin(2𝜋𝑓𝑡) − sin{2𝜋(𝑓 + 𝑓𝑣)𝑡}]           (3-2) 
 
と考えることができる。また、本システムで用いたイメージキャンセリングミキサ部で送信
波変調を行わなかった場合のセンシング波は以下のようになる。 
 
sin(2𝜋𝑓𝑡) + cos(2𝜋𝑓𝑡) = √2 cos (2𝜋𝑓𝑡 −
𝜋
4
)        (3-3) 
 
なお、本システムを用いて空中に設置した針金において加振ドップラ計測を行った結果、5 
mm から 0.02 mm まで計測可能であり、レーザ変位計の計測結果と一致していることを確認
した。(碓氷淳氏の修士論文「励磁コイル加振によるコンクリート内配線のドップラ映像系
に関する基礎的研究」の p.38~50 参照) 
 
3-4 使用機器 
 
3-4-1 使用機器一覧 
 
 実験で使用した機器を以下に示す。 
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Table.3-4-1：使用機器 1 
名称 メーカー名 型番 設定 
Network 
Analyzer 
ROHDE& 
SCHWARZ 
ZVL- Center：5GHz 
Span：8GHz 
Power：-8dBm 
IF Band Width：10Hz 
Number of points：151 
Modulation 
Oscillator 
NF WF1973 𝑓𝑣：114Hz 
Amplitude：1.5𝑉𝑝−𝑝 
Wave：Sine 
Phase：CH1=0°,CH2=88.5° 
Vibration 
Oscillator 
NF WF1948 𝑓𝑣/2：57Hz 
Amplitude：2.88𝑉𝑝−𝑝 
Wave：Sine 
Exciting Coil サンヨー 
株式会社 
 積層鋼板 
材質：35H360A 
積層数：100 枚 
エナメル線 φ：1.2mm 
巻数：500 
Power 
Amplifier 
NF BP4610 CV-EXT：10 倍 
 
Table.3-4-2：使用機器 2 
名称 メーカー名 型番 定格 
Power 
Amplifier1 
Mini-Circuits ZRON-8G+ Frequency：2000MHz~8000MHz 
Gain：20dB 
Quadrature 
Hybrid Coupler 
Marki 
microwave 
QH-0R714 Frequency Range：0.7~14.5GHz 
Insertion Loss：-3dB 
Mixer Marki 
microwave 
ML1-0113 LO/RF：1.5~13GHz 
IF：DC~2GHz 
Combiner Mini-Circuits ZFRSC-123+ Frequency Range：DC~12GHz 
Termination Mini-Circuits ANNE-50+ Impedance：50Ω 
Frequency：DC~18GHz 
Power 
Amplifier2 
Mini-Circuits ZVA-183+ Frequency：700MHz~18GHz 
Gain：26dB 
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3-4-2 ボウタイスロットアンテナ 
 
 計測に用いるアンテナであるボウタイスロットアンテナは、2 枚の銅板とセミリジットケ
ーブルを用いて作成した。ボウタイスロットアンテナの寸法の概要図を Fig. 3-4-1 に、また
実際に作成したボウタイスロットアンテナの写真を Fig. 3-4-2 に示す。 
 また、計測時と同じ設定でキャリブレーションを行い空中で取得した周波数特性を Fig. 3-
4-3 に示す。 
 
 
Fig. 3-4-1：ボウタイスロットアンテナ寸法（上：上面、下：側面） 
 
 
Fig. 3-4-2：ボウタイスロットアンテナ 
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Fig. 3-4-3：アンテナの周波数特性 
 
3-4-3 励磁コイル加振システム 
 
 計測対象である鉄筋を加振させるために用いた励磁コイル加振システムの概要について
述べる。励磁コイルは積層鋼板構造となっており、材質 35H360A、厚さ 0.5 mm の板を 100
枚積層した構造になっている。また、コイルに巻いたエナメル線は、直径φ：1.2 mm のポ
リアミドイミド銅線(AIW)を 500 回巻いて作成した。作成した励磁コイルの写真を Fig. 3-4-
4 に示す。 
 作成した励磁コイルは抵抗値が 1.9Ωであるが、インダクタンスが 111 mH であり、交流
電流を印加するとコイルに大きな電圧が発生する問題がある。一方、加振計測を単一周波数
で行えば、コンデンサを直列に接続して直列共振回路を用いることにより、リアクタンス成
分を 0 に近づければ、より大きな電流を印加することが可能となる。直列共振回路の回路
図を Fig. 3-4-5 に、励磁コイル加振システムの全体の写真を Fig. 3-4-6 に示す。 
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Fig. 3-4-4：作成した励磁コイル 
 
 
Fig. 3-4-5：直列共振回路の回路図 
 
 
Fig. 3-4-6：励磁コイル加振システム全体図 
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Fig. 3-4-5 において直列共振回路と並列に 75 Ω の抵抗を接続したのは、アンプの電源を入れ
た際、直列共振回路は抵抗が仮想的に 0 Ω にみえるため開放状態と等価であり、アンプが上
手く動作しないため、また、印加オフ時の突入電流を防止するためである。 
Fig. 3-4-6 の励磁コイル加振システムに 57 Hz、10 A の交流電流を印加した際、コイルか
ら水平方向に配置した鉄筋に作用する電磁力の時間変化をデジタルフォースゲージで計測
した交番磁力の peek-to-peek の値を Fig. 3-4-7 示す。 
 
 
Fig. 3-4-7：フォースゲージより得られる電磁力 
 
図より、D16 鉄筋では交番磁力は指数関数的に変化し、2 cm の距離の増加に対し交番磁力
が 1/2 程度に低下する様子がわかる。さらに、D10 鉄筋では D16 鉄筋と比較して交番磁力
が低く、鉄筋径が細くなると電磁力も大幅に低下する様子が見てとれる。 
 
3-5 電食実験の原理 
 
3-5-1 鉄筋腐食の原理 
 
 ここでは、電食実験の説明に先立ち、鉄筋コンクリート構造物内部の鉄筋が腐食する原理
について述べる。 
コンクリート内部は高アルカリ環境となっており、鉄筋表面は厚さ 2-6 nm の緻密な水酸
化物（γFe2O3 ∙ nH2O）から成る不働態被膜を形成することで、腐食因子との接触から保護
されている。しかし、中性化によるアルカリ度の低下や、コンクリート中に塩化物イオン
 𝐶𝑙− などの有害成分が浸透することで、鉄筋は不働態被膜を維持できなくなり、鉄筋が活
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性化して腐食が進行しやすくなる。したがって、鉄筋コンクリート構造物中の鉄筋の腐食
は、コンクリートの中性化や中性化が主な原因となり引き起こされるといえる。鉄筋の不
働態被膜が破壊されると鉄筋表面に局部電池が形成され、電気化学的反応により陽極であ
る鉄筋から鉄イオン（Fe2+）がコンクリート中に溶け出し、鉄筋の腐食が進行する。ここ
で、コンクリート内部で引き起こされる反応について以下に化学反応式で示す。 
陽極反応     Fe → Fe2+ + 2e−                  (3-4) 
陰極反応     O2 + 2H2O + 4e
− → 4OH−            (3-5) 
さらに、式(3-4)で示した鉄イオンは、式(3-5)で示した水酸化物イオンと反応すること
で、以下のようになる。 
2Fe2+ + 4OH− → 2Fe(OH)2                      (3-6) 
 2Fe(OH)2  + 
1
2
O２ + H２O → 2Fe(OH)3           (3-7) 
2Fe(OH)3 → Fe2O3 + 3H２O                       (3-8) 
または              2Fe(OH)3 → 2FeOOH + 3H２O                     (3-9) 
式(3-6)で示したように Fe(OH)2 が鉄筋表面に発生する。この化合物が酸化し、式(3-7)のよ
うに水酸化第二鉄 Fe(OH)3  になる。その後、水分を失うことで式(3-8)に示したような赤
錆（Fe2O3）または式(3-9)のような水和酸化物（FeOOH）となる。また一部は酸化不十分
のまま Fe3O4（黒錆）となって鉄表面に錆層を形成する。 
コンクリートの劣化過程を Fig. 3-5-1 にフローチャートで示す。 
 
 
Fig. 3-5-1 コンクリートの劣化過程 
20 
 
 
Fig. 3-5-1 で示した流れで鉄筋コンクリート内部の鉄筋腐食は進行し、構造物の耐久力低下
に至る。 
 
3-5-2 電食実験 
 
 電食実験では、先ほど述べた反応を意図的に起こし電流値および通電時間を調節するこ
とで鉄筋の腐食量を制御する。Fig.3-5-2 に電食実験の概要図を示す。 
 
 
Fig. 3-5-2：電食実験概要図 
 
Fig. 3-5-2 に示したように鉄筋をアノード、銅版をカソードとして両者の間に電流を印加す
ることで、鉄筋の腐食を進行させるものである。腐食した鉄筋はコンクリートから取り出し
た後、腐食生成物を洗浄し、もとの鉄筋の重量から腐食後の鉄筋の重量を比較することで腐
食減量を得ることができる。 
 一般的に、電食実験時の積算電流量と腐食減量の間には、ファラデーの電気分解の法則よ
り比例の関係が成り立つとされている。 
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第 4 章 計測環境による計測精度への影響 
 
4-1 鉄筋振動変位の位置依存性 
 
 はじめに健全な RC 供試体について加振レーダ計測を行った。この計測で用いた供試体の
寸法、励磁コイルとアンテナの配置を Fig. 4-1-1 に、供試体の配合表を Table 4-1-1 に示す。
RC 供試体には普通ポルトランドセメントを用い、呼び強度が 30 MPa となっている。寸法
は幅 30×奥行 15×高さ 10 cm で、供試体中央かぶり深さ 4 cm の位置に D16 鉄筋が配置され
ている。計測は供試体の鉄筋上の 10 cm の区間を 1 cm ずつコイルおよびアンテナを移動さ
せながら行った。Fig. 4-1-2 に各計測点において得られた時間波形を示す。 
 
 
Fig. 4-1-1：供試体寸法および配置図 
 
Table 4-1-1：供試体調合表 
粗骨材 
最大寸法
[mm] 
ｽﾗﾝﾌﾟ
[cm] 
水ｾﾒﾝﾄ
比[%] 
細骨
材率
[%] 
水 
[kg/m3] 
ｾﾒﾝﾄ 
[kg/m3] 
細骨材
[kg/m3] 
粗骨材
[kg/m3] 
混和剤
[kg/m3] 
20 18 50 47.9 170 340 842 943 3.06 
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Fig. 4-1-2：加振レーダ波形(左：健全状態、右：腐食状態) 
 
Fig. 4-1-2 において実線がドップラ成分を示しており、破線が無変調成分を示している。
なお、ドップラ波形を見やすくするため無変調成分を 1/150000 として調整している。0.2 ns
付近に現れているピークはアンテナ間を直接伝わる直達波であり、0.8 ns 付近に現れている
ピークが鉄筋からの反射波と考えられる。0.8 ns 付近のピークは無変調成分、ドップラ成分
どちらでも確認できるが、0.2 ns 付近のピークは無変調成分のみに現れていることからコン
クリート内では鉄筋に対して強い感度を有していることがわかる。 
 次に、同供試体に電食実験を行い振動変位の計測を行った。電食実験は 6 %の NaCl 水溶
液に 5 時間浸漬した後、0.3 A の定電流で 40 時間の通電を行った。電食終了後、水分の影響
を避けるため乾燥器にて 105 ℃で 24 時間乾燥を行い、乾燥状態で計測を行った。計測後、
鉄筋を取り出し、腐食減量を測定したところ 6.4 %であった．電食実験後の各計測点において
得られた時間波形を Fig. 4-1-2 の右側に示す。ドップラ成分に着目すると、鉄筋反射での振
幅が電食実験前よりも増加していることがわかる。また無変調成分では、電食により振幅が
低下しパルス幅も広がっていることが確認できる。 
 Fig. 4-1-3 に無変調成分およびドップラ成分の鉄筋反射のピークから得られた振動変位を
計測点ごとにしめす。 
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Fig. 4-1-3：計測点ごとの電食前後における振動変位の比較 
 
電食実験前は 5 μm 程度の振動変位であるが、電食実験後において 15～30 μm と 3～6 倍の
振動振幅の増加がみられた。また、電食前の状態では計測点ごとの振動変位の差はそれほど
大きくないが、電食後は場所ごとの振動変位のばらつきが大きくなっていることが確認で
きた。これは、電食実験では 1 ヶ所で腐食がはじまると、その箇所から腐食が進行してい
き、他の箇所では腐食が進みにくいため腐食の仕方にむらができやすいという電食実験の
特徴が原因であると考えられる。 
 
4-2 電食実験における水分の影響 
 
 電食実験において供試体を水分に浸漬する必要があるため、水分によって受信波形およ
び振動変位に影響が無いかの確認を行った。実験は初期状態、水に 5 時間浸漬し供試体表
面の水分をふき取った状態、乾燥器で乾燥させた状態の 3 パターンで行い、それぞれの状
態において供試体の鉄筋直上の 10 箇所で加振レーダ計測を行った。計測に用いた供試体の
寸法および調合表は第 4 章 1 節の Fig. 4-1-1、Table 4-1-1 に示したものと同様のため省略す
る。 
計測結果の時間波形を Fig. 4-2-1 に示す。また、Fig. 4-2-1 の鉄筋反射波の振幅比から(2-5)
式より得られる鉄筋の振動変位を Fig. 4-2-2 に示す。 
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Fig. 4-2-1：計測結果の受信波形 
 
 
Fig. 4-2-2：鉄筋かぶり 4 cm の健全な供試体における振動変位 
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 Fig. 4-2-1 の水に浸漬後の結果をみてみると、水分の影響により反射波の到達時刻が遅れ
ているが、そのピークの到達時刻は比誘電率を 9 としたときの予想到達時刻と一致した。ま
た、水分の電磁波減衰の影響で初期状態と比較して反射波の振幅の低下がみられた。しかし、
初期乾燥後、再乾燥後と比較してその振幅比自体には変化がないことがわかる。Fig. 4-2-2 の
振動変位で比較した場合も、初期乾燥後、水浸漬後、再乾燥後いずれの状態であっても 5 μm
程度の振動変位となっており、コンクリート中の水分の影響によって振動変位は大きく変
化しないことがわかる。 
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第 5 章 鉄筋腐食量の定量的評価 
 
 本章では、定電流で長期間電食実験を行いながら加振レーダ計測を行い鉄筋腐食量の定
量的評価を行った結果を示す。 
 
5-1 予備実験 
 
 腐食量の定量的な評価をするにあたり、電食実験の電流の大きさ、通電時間を決定する必
要があったため本実験と同じ供試体を用いて予備実験を行った。実験に用いた供試体の寸
法を Fig. 5-1-1 に、配合表を Table 5-1-1 に示す。 
 
 
Fig. 5-1-1：供試体寸法 
 
Table 5-1-1：供試体の配合表 
ｽﾗﾝﾌﾟ
[cm] 
水ｾﾒﾝﾄ
比[%] 
細骨
材率
[%] 
水 
[kg/m3] 
ｾﾒﾝﾄ 
[kg/m3] 
細骨材
[kg/m3] 
粗骨材
[kg/m3] 
12 55 48 168 305 864 947 
 
供試体は幅 150×高さ 150×奥行 400 mm で普通ポルトランドセメントを使用したものとな
っている。なお、供試体に埋設された鉄筋の両端 100 mm には電食実験の際に鉄筋端部から
の腐食を避けるため、エポキシ樹脂によりシーリングしている。さらに、鉄筋が突出してい
る 2 面にもエポキシ樹脂を塗布し、端部からの鉄筋のさび汁が流出に対する対策を行った。 
 上述の供試体を用いて電食実験および加振レーダ計測を開始した。Fig.5-1-2 に示したよ
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うに供試体をプラスチックの容器に入れ、5 ％の NaCl 水溶液を水面と鉄筋の距離が 2 cm
程度となるように浸漬し、60 mA の定電流で通電を行った。加振レーダ計測は、鉄筋直上の
供試体の中央に励磁コイルとアンテナを設置し、同じ点で 10 分ごとに自動計測を行った。
今回の実験では、電食実験と振動変位計測を並行して行うため、計測面と反対側の面から通
電を行った。 
 
 
Fig. 5-1-2：予備供試体の電食および計測の様子 
 
 加振レーダ法による振動変位計測の結果を Fig.5-1-3 に示す。図に示したように、電食実
験の電流値は 13 日目までは 60 mA、13～16 日までが 200 mA、16 日以降が 400 mA とさび
汁の出具合をみて調節を行った。 
 
Fig. 5-1-3：予備供試体の振動変位モニタリング結果 
鉄筋端部からのさび汁 
表面ひび割れ 
膨張圧による振動変位の低下 
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 結果をみてみると、電食開始から 12 日目にかけて振動変位が緩やかに低下していること
がみてとれる。これは、鉄筋腐食が進行し鉄筋の周囲に腐食生成物が発生したことにより、
内部の膨張圧が増加し鉄筋の拘束力が上昇したためだと推察される。その後の振動変位の
上昇は、内部のひび割れが計測面に向かって進展するにつれ膨張圧が徐々に開放されたた
めであると考えられる。15 日目に表面ひび割れと鉄筋端部からのさび汁を確認した。16 日
目には供試体側面からもさび汁が漏れ出したため電流を 400 mA に上昇させた。その後、計
測面からもさび汁の流出を確認したため、電食実験を終了した。 
 Fig. 5-1-4 に電食終了後の供試体表面の目視調査の結果を示す。 
 
 
Fig. 5-1-4：電食終了後の目視調査結果 
 
ここで、赤線はひび割れを示しており、緑の斜線部は遊離石灰、ピンクの斜線部はさび
汁の箇所をそれぞれ示している。計測面である上面には、鉄筋と並行方向および垂直方向
にひび割れが進展しているが、さび汁のほとんどが側面から流出していることが確認でき
る。次に、Fig. 5-1-5 に供試体を計測点である供試体中央で半分に切断させた際の供試体内
部の切断面の様子を示す。図において、L 側、R 側は Fig. 5-1-5 の L 側、R 側に対応してい
る。 
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Fig. 5-1-5：電食終了後の内部調査の結果 
 
 切断面をみると、計測面と水平方向および垂直方向にひび割れが進行し、鉄筋の周囲に腐
食領域が広がっている様子がわかる。したがって、Fig. 5-1-3 において 14 日目以降で振動変
位の上昇が確認されたのは、鉄筋腐食の進行とそれに伴うひび割れの進展により鉄筋の拘
束力が弱まったためであると推察される。 
 ここで、鉄筋腐食の進展にあわせてどのように振動変位が増加するのかをモデル図を用
いて考察する。鉄筋の腐食は一般的に Fig. 5-1-6 の①～④に示したように進展していくと考
えられている。 
 
 
Fig. 5-1-6：振動変位増加のメカニズム 
 
まず、腐食が始まっていない状態では鉄筋の周囲には腐食生成物もないため鉄筋は振動
しにくいといえる。このときの振動変位は、第 4 章での結果から 5~6 μm 程度であると考え
られる。その後、腐食初期状態になると鉄筋の周囲に腐食生成物が発生しはじめ、鉄筋の膨
張圧が上昇する。このとき、膨張圧の増加にともない鉄筋が動きにくくなるため、第 6 章の
予備実験でもみられたように振動変位が減少すると考えられる。腐食前期になると鉄筋の
周囲に微細なひび割れが進展することで、急激に膨張圧が開放されることで鉄筋が振動し
やすくなるため振動変位が増加しはじめる。さらに腐食が進展し、ひび割れや腐食生成物が
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コンクリート表面においても見られるようになると、鉄筋の膨張圧は極めて小さくなり、振
動変位が大きく増加するものと考えられる。 
 
5-2 実験概要 
 
 実験には予備実験と同様の Fig.5-1-1 のような幅 150×奥行 400×高さ 150 mm の寸法で、か
ぶりが 3 cm で鉄筋径が D16、D22 の供試体各 5 体とかぶりが 5 cm で鉄筋径 D16 の供試体
5 体の 3 種類合計 15 体を用いた。電食実験の概要図を Fig.5-2-1 に、実際の電食実験の様子
を Fig.5-2-2 に示す。 
 
 
Fig. 5-2-1：電食実験概要図 
 
 
Fig. 5-2-2：実際の電食実験の様子 
 
Fig. 5-2-1 に示したように、60 mA で電食する供試体と 90 mA で電食をする供試体をそれ
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ぞれ直列で接続して電食実験を行った。NaCl 水溶液の濃度は予備実験と同様に 5 %とし、
鉄筋と水面が 2 cm 程度となるように溶液の量を調整した。また、電食に使用した銅板は底
面と同じ 150 mm×400 mm であり、供試体の四隅に厚さ 5 mm ゴムをはさみその下に銅板を
挿入した。電食実験の途中の 2 週間目、3 週間目で各 1 体ずつ供試体を取り出し、供試体を
切断し内部のひび割れの様子や腐食量等の確認を行った。 
 加振レーダ計測は Fig.5-2-3 に示したように、供試体の中央の鉄筋直上に励磁コイルおよ
びアンテナを配置し中央の 1 点のみ 1 日 1 度計測を実施した。 
 
 
Fig. 5-2-3：加振レーダ計測の配置図 
 
5-3 供試体における腐食減量の定量評価 
 
 3 種類の供試体の計測結果について供試体の種類ごとに示す。供試体は同じものが 5 体ず
つあるため 1~5 までの番号をつけて区別をした。 
 
5-3-1 D16 鉄筋かぶり 3 cm の供試体 
 
 鉄筋径が 16 mm でかぶりが 3 cm の供試体について、供試体番号順に受信波形の無変調成
分、ドップラ成分、受信波形より算出した振動変位、および電食終了後の供試体の様子を供
試体ごとに以下に示す。 
 まず、D16-30-1 供試体での電食結果、加振レーダ計測結果について述べる。Fig. 5-3-1 に
加振レーダ計測によって得られた受信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-2 に受信
波形から得られる振動変位の変化の様子を示す。 
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Fig. 5-3-1：D16-30-1 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
Fig. 5-3-2：D16-30-1 における振動変位の時間変化 
 
D16-30-1 供試体は、予備供試体でのモニタリング実験において振動変位の上昇がみられ
はじめた 14 日目で電食実験、加振レーダ計測を終了させた。Fig. 5-3-1 の波形データをみる
と、電食開始時からどちらの成分もほとんど変化は見られないことがわかる。Fig. 5-3-3 の
振動変位の経過日数ごとの変化をみると、振動変位は電食開始時から電食終了時にかけて
緩やかに減少していることが見てとれる。これは予備供試体の実験においてもみられた傾
向であり、内部の圧力の上昇によるものと考えられる。 
Fig. 5-3-3、Fig. 5-3-4 に電食終了後の供試体表面の目視検査の結果および、供試体を中央
の計測点で切断した際の切断面の様子を示す。 
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Fig. 5-3-3：D16-30-1 供試体の電食終了後の様子 
 
Fig. 5-3-4：D16-30-1 の供試体断面図 
 
Fig. 5-3-3 に示したように供試体表面にはひび割れやさび汁は確認されず、水面の高さ付近
に遊離石灰が付着していることが確認できた。Fig. 5-3-4 に示した供試体断面図をみると、
鉄筋から供試体側面方向に向けてひび割れが伸びていることが確認できる。しかし、ひび割
れは供試体表面までは達しておらず、さび汁の流出も見られなかったことから、腐食は進行
していたが内部の圧力が開放されなかったため Fig. 5-3-2 のように振動変位が緩やかに低下
していったものと考えられる。 
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 次に、供試体 D16-30-1 よりも 1 週間長く通電した供試体 D16-30-2 の計測結果について述
べる。先ほどと同様に Fig. 5-3-5 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-6 に受信
波形から得られた振動変位の様子を示す。 
 
 
Fig. 5-3-5：D16-30-2 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
Fig. 5-3-6：D16-30-2 における振動変位の時間変化 
 
Fig. 5-3-5 の受信波形をみてみると、3 週間経過した段階でもほとんど波形の振幅に変化は
見られなかった。一方で、Fig. 5-3-6 の振動変位の変化の様子をみてみると電食開始から 2
週間目にかけて振動変位が低下し、その後電食終了時にかけて振動変位が上昇している様
子がわかる。 
 Fig. 5-3-7、Fig. 5-3-8 に供試体の目視検査の結果と切断面の様子を示す。 
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Fig. 5-3-7：D16-30-2 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-8：D16-30-2 の供試体断面図 
 
Fig. 5-3-7 に示したように、供試体の計測面の鉄筋に沿った方向にひび割れが確認された。
このひび割れは電食最終日にできたものであり、Fig. 5-3-6 において振動変位が最も高くな
った最終日と一致している。Fig. 5-3-8 の供試体の切断面をみると、L 側では垂直方向と水
平方向にひび割れが確認でき、そのひび割れに沿ったさび汁もみられた。また、R 側ではさ
び汁は見られなかったが水平方向のひび割れが確認された。 
 
  
 
中央L側
150
15
0
中央R側
30
15
0
30
75 75
150
75 75
鉄筋(D16) 鉄筋(D16)
36 
 
次に、47 日間通電を行った D16-30-3 の結果について示す。Fig. 5-3-9 に受信波形の無変調
成分とドップラ成分を示し、Fig. 5-3-10 に受信波形から得られる振動変位の結果を示す。 
 
 
Fig. 5-3-9：D16-30-3 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-10：D16-30-3 における振動変位の時間変化 
 
まず、Fig. 5-3-9 の無変調成分の波形をみてみると、20 日目付近から鉄筋からの反射波で
ある 0.6 ns のピークの振幅が減少してきていることがわかる。一方で、ドップラ成分は 20
日目から電食終了時にかけて鉄筋からの反射が大きくなってきていることがみてとれる。
これは、腐食の進行により鉄筋の周りに腐食生成物ができ無変調成分が減衰するのに対し、
ドップラ成分は腐食生成物が流出することにより鉄筋の拘束力が弱まることで、鉄筋の振
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動が大きくなったためであると考えられる。Fig. 5-3-10 の振動変位の結果をみると、波形に
変化が現れはじめた 20 日付近から大きく振動変位が上昇している様子が確認できる。供試
体表面の変化の様子をみると、21 日目に計測面の鉄筋に沿った方向にひび割れができ、24
日目には Fig. 5-3-11 に示したように供試体表面からさび汁が漏れ出しはじめた。 
その後、振動変位が上がりきって落ち着いた 40 日目以降は電流値を 2 倍に増やし、さらに
電食実験を 1 週間継続した。電食終了時の供試体の計測面の様子が Fig. 5-3-12 に示したよ
うになっており、横方向(鉄筋に沿った方向)、縦方向にひび割れが入っていることがわかる。
40 日目以降で振動変位が不安定になっているのは、計測面にひび割れが入ることにより励
磁コイルの設置が安定しなかったためである。 
 
 
Fig. 5-3-11：供試体表面のさび汁の様子 
 
 
Fig. 5-3-12：電食終了時の計測面の様子 
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次に約 2 ヶ月間の通電を行った、供試体 D16-30-4 における計測結果について述べる。Fig. 
5-3-13 に無変調成分、ドップラ成分の受信波形、Fig. 5-3-14 に振動変位の計測結果を示す。 
 
Fig. 5-3-13：D16-30-4 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-14：D16-30-4 における振動変位の時間変化 
 
Fig. 5-3-13 の無変調成分をみると、電食開始時から終了時まで大きな変化がみられないが、
ドップラ成分では、15 日目付近から鉄筋からの反射の振幅が大きくなりはじめピークの幅
も広がっていることがわかる。Fig. 5-3-14 の振動変位の変化の様子をみると、17 日目からお
よそ右上がりの傾向がみてとれる。供試体表面の様子の変化では、20 日目に Fig. 5-3-15 に
示すように側面にひび割れができ、その部分からのさび汁の流出が確認された。振動変位は、
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20 日目のひび割れ発生前から上昇し始めていることから、供試体内部の圧力が徐々に開放
されていった様子がうかがえる。 
 
 
Fig. 5-3-15：側面からのさび汁の様子(D16-30-4 供試体) 
 
その後、40 日目にかけて側面から進展したひび割れが計測面に達し、計測面の広範囲に
広がった。40 日目からは電食の電流を 120 mA に増加させ、さらに腐食を進行させた。電食
終了後の供試体計測面の様子が Fig. 5-3-16 に示したようになっており、ひび割れが鉄筋に
沿った方向および垂直な方向に進行している様子がわかる。計測面全体にひび割れが発生
しているため、励磁コイルの設置が不安定となり 40 日目以降では振動変位の上がり方が不
規則になっている。 
 
 
Fig. 5-3-16：電食終了後の計測面の様子(D16-30-4 供試体） 
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次に、60 mA の定電流で 40 日間通電を行った供試体 D16-30-5 における計測結果について
述べる。Fig. 5-3-17 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分をそれぞれ示し、Fig. 5-3-18 に
受信波形より得られた鉄筋の振動変位の変化の様子を示す。 
 
 
Fig. 5-3-17：D16-30-5 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-18：D16-30-5 における振動変位の時間変化 
 
 無変調成分では電食開始時から電食終了時まで鉄筋の反射波がほとんど変化していない
様子がわかる。一方で、ドップラ成分では他の供試体と同様に 20 日目付近から鉄筋の反射
振幅が大きくなっている様子がうかがえる。その結果 Fig. 5-3-23 で示した振動変位も 20 に
目付近から上昇しはじめている。これは、供試体 D16-30-5 においても 21 日目、22 日目に
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計測面でのひび割れ、供試体側面でのひび割れが発生しさび汁の流出も確認されたため、20
日付近で供試体内部の圧力や鉄筋の拘束力に変化があったためであると考えられる。 
 電食実験終了後の供試体計測面の様子は Fig. 5-3-19 に示したようになっており、鉄筋直
上にできた鉄筋に沿った方向のひび割れと側面から進展した垂直方向のひび割れがつなが
り、さび汁も供試体表面から漏れ出している様子がわかる。 
 
 
Fig. 5-3-19：D16-30-5 供試体の電食終了後の様子 
 
 
 予備実験の供試体も含む電食時間の異なる 6 つの供試体について、電食終了日における
振動変位の計測結果を Table 5-3-1 に示す。表中には、積算電流量および鉄筋をとり出した
際に測定した鉄筋の腐食減量、腐食グレード、ひび割れ幅の情報も記載した。ここで、供試
体 D16-30-3 と D16-30-4 については鉄筋のとり出しを行っていないため腐食減量などの情
報は記載していない。 
 
Table 5-3-1：D16 かぶり 3 cm の供試体における計測結果 
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Table 5-3-1 のデータから、積算電流量と腐食減量の関係、積算電流量と振動変位の関係を
まとめると Fig. 5-3-20 のようになる。 
 
Fig. 5-3-20：D16 かぶり 3 cm の供試体における積算電流量と腐食減量、振動変位の関係 
 
積算電流量と腐食量の関係は、腐食減量は積算電流量に対し右上がりに増加する傾向が
見られた。積算電流量と振動変位の関係においても、振動変位は積算電流量に対しおおよそ
比例的に増加していることがわかる。 
 
 
5-3-2 D22 鉄筋かぶり 3 cm の供試体 
 
 ここでは、鉄筋径が 22 mm で計測面から鉄筋までの深さが 3 cm の供試体における計測結
果について述べる。前節と同様に供試体の番号順に受信波形、振動変位の変化、供試体の様
子について示す。 
 まず、2 週間通電を行った供試体 D22-30-1 での計測結果を示す。Fig. 5-3-21 に受信波形の
無変調成分、ドップラ成分、Fig.5-3-22 に振動変位の変化の様子を示す。 
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Fig. 5-3-21：D22-30-1 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-22：D22-30-1 における振動変位の時間変化 
 
 無変調成分、ドップラ成分ともに通電時間が短かったこともあり大きな変化はみられな
かった。Fig. 5-3-22 の振動変位の変化の様子をみても、電食開始後振動変位が多少乱れてい
る様子が確認できたが、変化量としては小さいため無視できるものと考えられる。また、
D16 のかぶり 3 cm のときと同様に通電 2 週間目の段階では、電食開始時よりも電食終了時
の方が振動変位が小さくなる傾向が見られた。 
 Fig. 5-3-23 に電食終了後の供試体表面の目視検査の結果、Fig. 5-3-24 に供試体中心におけ
る切断面の様子を示す。 
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Fig. 5-3-23：D22-30-1 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-24：D22-30-1 の供試体断面図 
 
NaCl 水溶液に浸漬した影響による遊離石灰の付着や変色は確認できたが、振動変位に影響
を与えるようなひび割れやさび汁は確認されなかった。これは、通電時間が 2 週間と短い供
試体であるため、腐食が進行していない状態であったためである。 
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次に、通電時間が 3 週間の供試体 D22-30-2 の結果について述べる。Fig. 5-3-25 に受信波
形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-26 に受信波形より得られる振動変位の変化を示す。 
 
 
Fig. 5-3-25：D22-30-2 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-26：D22-30-2 における振動変位の時間変化 
 
 無変調成分、ドップラ成分ともに 3 週間の電食実験では変化がみられなかった。Fig. 5-3-
26 に示した振動変位では、20 日目から振動変位が上がりはじめていることがわかる。電食
実験 21 日目に、計測面でのひび割れとそのひび割れ部分からのさび汁が漏れ出しているの
を確認した。20 日目から電食終了時にかけて振動変位が上昇したのは、このひび割れの進
展による影響であると考えられる。Fig. 5-3-27、Fig. 5-3-28 に電食終了後の供試体の目視検
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査の結果と、計測点での切断面の様子を示す。 
 
 
Fig. 5-3-27：D22-30-2 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-28：D22-30-2 の供試体断面図 
 
目視検査の結果、計測面の鉄筋に沿った方向にひび割れが確認され、切断面においても鉄筋
から計測面にかけてひび割れが確認された。さび汁は計測面の一部で確認されたのみで、そ
の他はほとんど確認されなかったことから、振動変位の上昇は内部でひび割れが進行した
ことが原因であると考えられる。 
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 次に、40 日間の通電を行った供試体における計測結果について述べる。Fig.5-3-39 に受信
波形の無変調成分とドップラ成分、Fig. 5-3-30 に受信波形より得られる振動変位の変化の様
子を示す。 
 
Fig. 5-3-29：D22-30-3 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
Fig. 5-3-30：D22-30-3 における振動変位の時間変化 
 
無変調成分においては通電開始から終了時まで大きな変化はみられなかった。一方で、ド
ップラ成分では 3 週間目以降で鉄筋からの反射波の後側に同程度の大きさのピークが現れ
る現象が確認された。それに伴って、3 週間目あたりから Fig. 5-3-30 に示した振動変位の値
も大きくなる傾向がみられた。これらは計測面にひび割れが起き、さび汁が出始めた日時と
重なるため、供試体内部の鉄筋周辺に何らかの変化が起きたためであると推察される。Fig. 
5-3-31、Fig. 5-3-32 に供試体の目視検査の結果と供試体の断面図を示す。 
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Fig. 5-3-31：D22-30-3 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-32：D22-30-3 の供試体断面図 
 
Fig. 5-3-31 をみると、計測面の中心付近から 5 方向にひび割れが起きている様子が確認で
きる。また、切断面を見ても鉄筋から計測面方向、供試体側面方向にひび割れが進展してい
る様子が確認できる。ドップラ成分の受信波形において鉄筋からの反射波が 2 つに別れて
いるように見えたのは、ひび割れの進展が激しく鉄筋の振動が不規則になったためである
と考えられる。また、ひび割れが進行しているにもかかわらず、振動変位の値が前節の D16
鉄筋のように大きくならなかったのは、鉄筋径が D22 と大きいため励磁コイルの電磁力が
伝わりやすい反面、コンクリートに拘束される表面積も大きいことやさび汁が片側側面か
ら大量に漏れ出しており、鉄筋の断面欠損が振動方向と交差する方向において発生したた
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め、振動変位が大きくなりにくかったためであると考えられる。 
 
 次に、約 2 ヶ月間の通電を行った供試体 D22-30-4 における計測結果について述べる。Fig. 
5-3-33 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-34 に受信波形より得られる振動変
位の変化を示す。 
 
 
Fig. 5-3-33：D22-30-4 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-34：D22-30-4 における振動変位の時間変化 
 
無変調成分、ドップラ成分ともに 3 週間目付近から変化がみられた。無変調成分では、3 週
間目以降でそれまでと比較して鉄筋からの反射波のピークが減衰していることが確認でき
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る。これは、鉄筋の周囲に腐食生成物が発生したことや供試体内部の水分の影響が大きいと
考えられる。一方で、ドップラ成分は反射波の振幅が大きくなるとともにピークが広がる様
子が確認された。これは、3 週間目付近で起きた計測面のひび割れにより鉄筋の膨張圧が開
放されたためである。振動変位の変化をみると受信波形に変化がみられた 3 週間目から変
位が大きくなりはじめ、一旦下降した後、通電の電流値を上げた 40 日目以降で 15 μm まで
上昇した。電食終了後の供試体の計測面の様子を Fig.5-3-35 に示す。 
 
 
Fig. 5-3-35：D22-30-4 供試体の電食終了後の様子 
 
供試体表面をみると、鉄筋に沿った方向に端から端までひび割れがおき、鉄筋と垂直方向に
もひび割れが進展していることがわかる。また、さび汁も計測面の広範囲から漏れ出してい
る様子がわかる。振動変位に乱れがみられたのは、ひび割れおよびさび汁の箇所が励磁コイ
ルを設置した際にコイルの脚部にあたる部分であるため、コイルやアンテナの固定が不安
定になってしまったためであると考えられる。 
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 次に、47 日間の通電を行った供試体 D22-30-5 についての計測結果を述べる。Fig. 5-3-36、
に受信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-37 に受信波形より得られる振動変位の変
化を示す。 
 
 
Fig. 5-3-36：D22-30-5 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-37：D22-30-5 における振動変位の時間変化 
 
受信波形をみると無変調成分には変化が見られないが、ドップラ成分では供試体 D22-30-3
と同様に鉄筋からの反射波が 2 つに分離する現象がみられた。振動変位の変化をみると、通
電 23 日目から徐々に上昇する傾向が見られた。計測面にひび割れが確認されたのは 21 日
目であり、側面からのさび汁が確認されたのが 26 日目であったことから、ひび割れ発生に
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よりさび汁が押し出されたことにより膨張圧が開放され振動変位の増加につながったもの
と考えられる。Fig. 5-3-38 に電食終了後の計測面の様子を示すが、鉄筋に沿った方向のひび
割れの周囲に細かなひび割れが複雑に進展しており、ドップラ成分における鉄筋反射波の
分裂に影響したものと考えられる。 
 
 
Fig. 5-3-38：D22-30-5 供試体の電食終了後の様子 
 
 
 以上の 5 つの供試体の電食終了時の振動変位ととり出した鉄筋およびひび割れの情報を
Table.5-3-2 にまとめて示す。なお、供試体 D22-30-4 と D22-30-5 については鉄筋のとり出し
を行っていないため腐食減量などの情報は記載していない。 
 
Table 5-3-2：D22 かぶり 3 cm の供試体における計測結果 
 
 
 また、Table 5-3-2 より得られる積算電流量と腐食減量の関係、積算電流量と振動変位の関
係を Fig. 5-3-39 に示す。 
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Fig. 5-3-39：D22 かぶり 3 cm の供試体における積算電流量と腐食減量、振動変位の関係 
 
 D22 かぶり 3 cm の供試体においても D16 でかぶりが同じ供試体と同様に、腐食減量は積
算電流量に対して右上がりに単調増加する傾向が見られた。また、積算電流量と振動変位の
関係においても、3 週間目で通電をやめた供試体 D22-30-2 を除いてみるとおおよそ比例的
に増加しているといえる。供試体 D22-30-2 では、38 日間の通電を行った供試体よりも大き
な振動変位が得られているが、これは鉄筋の取り出しを行ったその他の供試体と比較して、
供試体の切断面において、鉄筋の振動方向である垂直方向のひび割れが顕著に現れており、
さび汁も供試体側面ではなく計測面から出ていることから、鉄筋が振動しやすかったため
であると考えられる。 
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5-3-3 D16 鉄筋かぶり 5 cm の供試体 
 
ここでは、鉄筋径が 16 mm で計測面から鉄筋までの深さが 5 cm の供試体における計測結
果について述べる。前節と同様に供試体の番号順に受信波形、振動変位の変化、供試体の様
子について示す。 
 まず、約 2 ヶ月間の通電を行った供試体 D16-50-1 での計測結果を示す。Fig. 5-3-40 に受
信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-41 に振動変位の変化の様子を示す。 
 
 
Fig. 5-3-40：D16-50-1 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-41：D16-50-1 における振動変位の時間変化 
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受信波形の無変調成分では、10 日目以降で鉄筋からの反射波である 1 ns のピークが減衰
していることが確認できるが、これは鉄筋の周囲に腐食生成物が発生したことによる影響
であると考えられる。一方で、ドップラ成分では、15 日目付近から鉄筋からの反射波のピ
ークが大きくなるとともにピークが 2 つに分かれる現象がみられた。Fig. 5-3-41 の振動変位
の変化の様子をみてみると、ドップラ成分に変化が見られた 15 日目以降で振動変位が上昇
したものの、ピークが分裂している影響もあり振動変位が徐々に下降した。電流値を 120 mA
とした 39 日目以降は振動変位が再び上昇したが、振動変位が大きく上昇することは無かっ
た。供試体において Fig. 5-3-42 のように側面からさび汁が漏れ出し始めたのが 16 日目であ
り、振動変位が上昇し始めた日時と一致している。電食終了後の計測面の様子も Fig. 5-3-43
に示すが、側面から伸びたひび割れが供試体の鉄筋に対して主に垂直方向に進展している
ことが確認できる。ひび割れ部付近で供試体が盛り上がるような状態となっていたため、供
試体内部の鉄筋が歪むような状態となり振動しにくかったという可能性も考えられる。 
 
 
Fig. 5-3-42：側面からのさび汁の様子(16 日目) 
 
 
Fig. 5-3-43：D16-50-1 供試体の電食終了後の様子 
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 次に、約 40 日間の通電を行った供試体 D16-50-2 における計測結果について述べる。Fig. 
5-3-44に受信波形の無変調成分、ドップラ成分、Fig. 5-3-45に振動変位の変化の様子を示す。 
 
 
Fig. 5-3-44：D16-50-2 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-45：D16-50-2 における振動変位の時間変化 
 
こちらの供試体では、無変調成分においては電食終了時まで変化が見られなかったもの
の、ドップラ成分においては鉄筋からの反射波の振幅が大きくならないままの状態でドッ
プラ成分が 2 つに分かれるといった現象を確認した。その結果、膨張圧により振動変位が
減少した後、振動変位はわずかに増加したもののほぼ横ばい状態であった。Fig. 5-3-46、Fig. 
5-3-47 に通電終了後の供試体の目視検査の結果と供試体の断面図を示す。 
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Fig. 5-3-46：D16-50-2 供試体の電食終了後の様子 
 
Fig. 5-3-47：D16-50-2 の供試体断面図 
 
目視検査の結果をみてみると、供試体側面および鉄筋の端部からさび汁が漏れ出してお
り、ひび割れは計測面の鉄筋と垂直な方向のみであることが確認できる。また、供試体の切
断面では鉄筋から供試体側面に向かってひび割れが進展しており、そのひび割れに沿って
さび汁が漏れ出したといえる。このことから、多くのさび汁が側面から漏れ出してしまうと
振動変位が上昇しづらいということが考えられた。 
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次に、47 日間の通電を行った供試体 D16-50-3 における計測結果について述べる。Fig. 5-
3-48 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分を示し、Fig. 5-3-49 に受信波形より得られる振
動変位の変化を示す。 
 
 
Fig. 5-3-48：D16-50-3 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-49：D16-50-3 における振動変位の時間変化 
 
こちらの波形においても無変調成分では鉄筋反射のピークが徐々に小さくなり、ドップ
ラ成分では反射波の大きさ自体には変化が見られなかったが、15 日目付近で反射波のピー
ク幅が広がり、その後 2 つに分かれる傾向が見られた。波形に変化が見られた 15 日目には
供試体から Fig. 5-3-50 のようにさび汁が漏れ出しているのを確認していることから、さび
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汁が漏れ出すことにより膨張圧が開放され鉄筋の振動の仕方に何らかの影響を与えたもの
と推察される。振動変位の結果においても 15 日目から振動変位がわずかに増加しているこ
とが確認できる。 
 
 
Fig. 5-3-50：側面からのさび汁の様子 
 
電食後の供試体の計測面の様子を Fig. 5-3-51 に示す。計測面をみると鉄筋と垂直方向に
大きなひび割れが確認でき、供試体 D16-50-1 と似たひび割れの進展の仕方であることがわ
かる。振動変位の変化を比較しても変位の大きさには違いがあるが、振動変位が一度上昇し
た後横ばいになり、40 日目以降で電流値を上げたところで再び上昇するというように同じ
ような変化をしていることがわかる。 
 
 
Fig. 5-3-51：電食終了後の計測面の様子 
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次に、3 週間の通電を行った供試体 D16-50-4 における計測結果について述べる。Fig. 5-3-
52 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分を示し、Fig. 5-3-53 に受信波形より得られる振動
変位の変化を示す。 
 
 
Fig. 5-3-52：D16-50-4 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
Fig. 5-3-53：D16-50-4 における振動変位の時間変化 
 
 この供試体においても 15 日目に供試体側面よりさび汁が漏れ出し始め、それに伴ってド
ップラ成分の反射波のピーク幅が広がる傾向が見られた。振動変位は、電食開始直後は不安
定であったが 10 日目から次第に安定し始め、その後さび汁が出はじめたと同時に変位量が
増加した。Fig. 5-3-54、Fig. 5-3-55 に通電終了後の供試体の目視検査の結果と供試体の断面
図を示す。 
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Fig. 5-3-54：D16-50-4 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-55：D16-50-4 の供試体断面図 
 
目視検査の結果より、供試体両側面からさび汁が漏れ出しており、ひび割れは計測面の中
心付近を鉄筋を横切るように進展していることがわかる。切断面を見ると鉄筋から側面に
向かってひび割れがはいっていることから、側面におけるさび汁はこのひび割れに沿って
漏れ出たものといえる。ひび割れのはいりかたは他の供試体と似ているが、計測点付近でひ
び割れが起きているため、他の供試体よりも振動変位が大きく得られたものと考えられる。 
 
次に、2 週間の通電を行った供試体 D16-50-4 における計測結果について述べる。Fig. 5-3-
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56 に受信波形の無変調成分、ドップラ成分を示し、Fig. 5-3-57 に受信波形より得られる振動
変位の変化を示す。 
 
Fig. 5-3-56：D16-50-5 における受信波形（左：無変調成分、右：ドップラ成分） 
 
 
Fig. 5-3-57：D16-50-5 における振動変位の時間変化 
 
 電食終了開始から終了時まで無変調成分、ドップラ成分の反射波には変化が見られなか
った。振動変位の結果をみると緩やかに振動変位が減少していることから、腐食生成物の影
響でコンクリート内部の膨張圧が高まっていると考えられる。電食最終日には側面からの
さび汁を確認したが、受信波形および振動変位の結果には変化がみられなかった。Fig. 5-3-
58、Fig. 5-3-59 に通電終了後の供試体の目視検査の結果と供試体の断面図を示す。 
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Fig. 5-3-58：D16-50-5 供試体の電食終了後の様子 
 
 
Fig. 5-3-59：D16-50-5 の供試体断面図 
 
目視検査の結果をみると、供試体側面の鉄筋とほぼ同じ高さの位置からさび汁が確認で
きるが、供試体表面においてはひび割れは確認されなかった。供試体の切断面をみると鉄筋
から側面方向にかけてひび割れが伸びているが、表面までは達していないため膨張圧が開
放されなかったことが原因で振動変位が増加しなかったと考えられる。 
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 以上の 5 つの供試体の電食終了時の振動変位ととり出した鉄筋およびひび割れの情報
を Table 5-3-3 にまとめて示す。なお、供試体 D16-50-1 と D16-50-3 については鉄筋のとり出
しを行っていないため腐食減量などの情報は記載していない。 
 
Table 5-3-3：D16 かぶり 5 cm の供試体における計測結果 
 
Table 5-3-3 中の積算電流量と腐食減量、振動変位の関係を示したものを Fig. 5-3-60 に示す。 
 
 
Fig. 5-3-60：D16 かぶり 5 cm の供試体における積算電流量と腐食減量、振動変位の関係 
 
積算電流量と腐食減量の関係を見ると、かぶり 3 cm の D16、D22 の供試体と同様に腐食
減量が積算電流量に対して右上がりに単調増加する傾向が見られた。一方で、積算電流量と
振動変位の関係では、振動変位が積算電流量に対して相関関係を持って変化しているとは
いえない結果となった。これは、かぶりが 5 cm と深いこともあり振動変位の計測が上手く
行えなかったことや、ひび割れが側面方向に進展したことにより、さび汁の多くが供試体側
面から漏れ出したことにより、鉄筋の振動に影響を与えにくかったためであると考えられ
る。 
最後に、それぞれの鉄筋径、かぶり深さの供試体について、各供試体の受信波形と腐食減
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量と振動変位の関係をまとめた結果について述べる。Fig. 5-3-61～63 に各供試体の受信波形
の無変調成分とドップラ成分をまとめた図、腐食減量と振動変位の関係を示す。 
 
Fig. 5-3-61：各供試体の無変調成分の受信波形 
 
 
Fig. 5-3-62：各供試体のドップラ成分の受信波形 
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Fig. 5-3-63：腐食減量と振動変位の関係 
 
 
Fig. 5-3-63 より、赤で示した D16 鉄筋のかぶり 3 cm の供試体では、振動変位が腐食減量
に対して単調増加する傾向がみられたことから、振動変位を計測することで腐食減量の推
定を行うことができる可能性が示唆された。D22 鉄筋のかぶり 3 cm の供試体においても、
より腐食減量を増やした状態での振動変位を計測する必要があるが、おおよそ右上がりに
増加していることがわかる。D16 鉄筋のかぶり 3 cm の供試体と比較して直線の傾きが大き
いのは、腐食減量は少ないが鉄筋の表面積が大きいため実際に生成された腐食生成物の量
が多いためであると考えられる。一方で、D16 鉄筋のかぶり 5 cm の供試体では腐食減量と
振動変位に関係性が見られなかった。これは、かぶりが深いことにより励磁コイルの電磁力
が伝わりにくく計測の精度が低かったことや、電食実験の際に腐食が供試体側面方向に進
展したことにより、鉄筋の振動方向に対して拘束力の緩和がおきにくい状態であったこと
が原因として考えられる。また、Fig. 5-3-62 においてドップラ成分において反射波が 2 つに
分離してしまったことにより振動変位の精確な算出が行えていない可能性も考えられる。
腐食初期段階で供試体側面方向に腐食が進展した場合について、Fig. 5-1-6 に示した振動変
位増加のメカニズムにおいて考えると、振動変位の増加がみられない場合は Fig. 5-3-64 の
ように腐食が進行したものと考えられる。 
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Fig. 5-3-64：振動変位増加のメカニズム 
 
通常の場合、腐食初期の段階で鉄筋の膨張圧が高まることにより周囲にひび割れができ、
振動変位が増加するものと予想される。しかし、振動変位が増加しない場合は、腐食初期に
おいて膨張圧が高まるより前に腐食生成物が横方向に漏れ出してしまい、その後も最初に
漏れ出した方向へ腐食生成物が漏れ出し続けるため、鉄筋の周囲にひび割れができにくい
ことで振動変位の増加につながらなかったものと考えられる。 
そのため、電食実験時に供試体側面にもエポキシ樹脂を塗布することで腐食の進行方向
を制限して評価を行う必要があると考えられる。また、励磁コイルの巻数を増やすことや流
す電流を増やすことで加振力を増やし、かぶりの深い鉄筋に対する計測精度の向上をはか
る必要がある。Fig. 5-3-62 の D22 かぶり 3 cm の供試体、D16 かぶり 5 cm の供試体において
見られたドップラ成分が 2 つに分かれてしまう現象についても原因を追究しなければなら
ない。 
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第 6 章 塩害を受けた RC 構造物梁部材での計測 
 
6-1 実験概要 
 
 計測に使用した試験体は火力発電所の LNG 燃料気化器設備(海水を加熱源として LNG を
気化する設備)の解体にともない実構造物から採取した梁部材である。この梁部材は、海水
を直接浴びる厳しい塩害環境下にあったといえる。また、梁部材は自重以外に気化するため
のパネル等の加重が作用していたが、質量は比較的軽量であるため自重以外の加重は無視
できるものと考えられる。さらに撤去後 8 年半屋外暴露状態にあった。 
 Fig. 6-1-1 に試験体の写真を示し、試験体の配筋の概要図を Fig. 6-1-2 に示す。両試験体と
もに計測面に D22 の主筋が 2 本あり、それと直交する方向に D13 のせん断補強筋が配筋さ
れている。また、図中に試験体表面のひび割れの様子および打音検査により浮きが確認され
た場所を示す。試験体 E では全面に浮きが確認されたが、試験体 D では浮きがみられない
部分もあったため試験体 E と比較して試験体 D は鉄筋腐食の進行が少ないと予想された。 
 
 
Fig. 6-1-1：試験体の写真 
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Fig. 6-1-2：試験体の配筋概要図 
 
 加振レーダ計測は Fig. 6-1-2 に示したように、主筋 9 箇所、せん断補強筋 10 箇所で行っ
た。 
 
6-2 試験体での計測 
 
 試験体での計測の様子を Fig. 6-2-1 に示す。図に示したようにアンテナをコイルの脚部に
固定した状態で試験体表面に置き、計測を行った。なお、励磁コイルには 57 Hz、7.1 A の電
流を印加した。 
 
 
Fig. 6-2-1：試験体での計測の様子 
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また、加振レーダ計測の計測条件を Table 6-2-1 に示す。 
 
Table 6-2-1：計測条件 
Network 
Analyzer 
中心周波数 5GHz 
スパン 8GHz 
Power -8dBm 
IF 10Hz 
ポイント数 151 
変調用 
発振器 
周波数 114Hz 
𝑉𝑝−𝑝 1.5 
Phase CH1=0° 
CH2=88.5° 
加振用 
発振器 
周波数 57Hz 
𝑉𝑝−𝑝 2.88 
 
 得られた受信波形、試験体 E については鉄筋をはつり出した状態の写真を Fig. 6-2-2~Fig. 
6-2-20 に示す。なお、図の中の赤枠で示した部分は、媒質の比誘電率を 9 としたときの鉄筋
からの反射波の予測到達時間を示している。 
 
 
Fig. 6-2-2：試験体 D-⑦受信波形 
 
71 
 
 
Fig. 6-2-3：試験体 D-⑧受信波形 
 
 
Fig. 6-2-4：試験体 D-⑨受信波形 
 
 
Fig. 6-2-5：試験体 D-⑤’ 受信波形 
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Fig. 6-2-6：試験体 D-⑥’ 受信波形 
 
Fig. 6-2-7：試験体 D-⑦’ 受信波形 
 
 
Fig. 6-2-8：試験体 D-⑧’ 受信波形 
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Fig. 6-2-9：試験体 D-⑨’ 受信波形 
 
 
Fig. 6-2-10：試験体 D-⑩’ 受信波形 
 
 
Fig. 6-2-11：試験体 E-①受信波形 
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Fig. 6-2-12：試験体 E-②受信波形 
 
Fig. 6-2-13：試験体 E-③受信波形 
 
Fig.6-2-14：試験体 E-④受信波形 
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Fig. 6-2-15：試験体 E-⑤受信波形 
 
Fig. 6-2-16：試験体 E-⑥受信波形 
 
Fig. 6-2-17：試験体 E-①’ 受信波形 
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Fig. 6-2-18：試験体 E-②’ 受信波形 
 
Fig. 6-2-19：試験体 E-③’ 受信波形 
 
Fig. 6-2-20：試験体 E-④’ 受信波形 
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 受信波形をみてみると、主筋については無変調成分では鉄筋の反射波が明瞭にみられて
いるものもあるが、ドップラ成分ではかぶりが深い鉄筋については鉄筋の反射を判別が困
難であった。一方、せん断補強筋では、試験体 E において表面の浮きの影響によってドップ
ラ成分が無変調成分と比較して大きくでていることがみてとれる。試験体 E、D ともに主筋
と比べて反射波が明瞭なものが多いことがわかる。 
 受信波形における反射波予測到達時刻の領域内の孤立したピークより鉄筋の振動変位を
算出した結果を Table 6-2-2 にまとめて示す。 
 
Table 6-2-2：試験体の腐食状況および振動変位 
鉄筋径 計測位置 
かぶり 
[mm] 
浮き 
(有/無) 
腐食 
グレード 
腐食減量 
[%] 
振動変位 
[µm] 
振動変位 
信頼度 
主筋 
D22 
① 51 有 Ⅳ 15.42 19.77 中 
② 47 有 Ⅳ 14.57 5.94 低 
③ 45 有 Ⅳ 18.14 11.07 中 
④ 45 有 Ⅲ 11.23 5.91 中 
⑤ 53 有 Ⅱ 2.62 7.8 低 
⑥ 53 有 Ⅲ 8.38 8.63 中 
⑦ 70 無 Ⅲ 5.19 3.52 低 
⑧ 68 無 Ⅲ 9.54 6.29 中 
⑨ 61 無 Ⅱ 1.87 4.24 中 
せん断 
補強筋 
D13 
①’ 27 有 Ⅳ 19.23 98.19 中 
②’ 27 有 Ⅲ 9.43 20.39 高 
③’ 26 有 Ⅳ 41.66 26.77 高 
④’ 27 有 Ⅳ 14.55 200.16 高 
⑤’ 47 無 Ⅰ 0.19 1.9 中 
⑥’ 48 無 Ⅰ 2.67 1.85 中 
⑦’ 50 無 Ⅳ 11.82 1.67 低 
⑧’ 43 無 Ⅰ 0.68 1.82 中 
⑨’ 46 無 Ⅱ 2.01 1.74 中 
⑩’ 51 無 Ⅳ 21.82 1.88 低 
 
表中には各計測点における鉄筋の情報、計測後の調査でわかった鉄筋の腐食減量も示し
た。また、振動変位を算出する際、鉄筋からの反射波が浮き、ひび割れ、鉄筋以外の不要反
射波の影響で明瞭に識別することが困難なものもあったため、振動変位を評価する指標と
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して信頼度を導入し、ドップラ成分がノイズレベルに近い場合や、無変調成分に複数の反射
が重畳している場合における振動変位を信頼度「低」、両成分とも鉄筋からの反射波が明瞭
に得られた場合を信頼度「高」、その中間を信頼度「中」の三段階で設定した。 
Table.6-2-2 中の特徴的な数値を持つ要素として、浮きのあるもの、腐食グレードⅢ以上のも
の、振動変位の比較的大きいものをグレーで示した。D22 の主筋については、鉄筋かぶりが
45~70 mm と深いものが多いが、せん断補強筋と比べ鉄筋径が太いことで電磁力が強く働く
ため、振動変位は供試体を用いた実験と同等の値が得られていることから、実構造物におい
ても十分計測が可能であるといえる。しかし、鉄筋以外の反射波の影響で鉄筋からの反射波
の識別が困難なものが多く、振動変位の信頼度が「低」～「中」と低いものとなった。 
 Fig. 6-2-21、Fig. 6-2-22 に振動変位と腐食量の関係を浮きの有無および信頼度別で示した。 
 
 
Fig. 6-2-21：せん断補強筋における振動変位と腐食量の関係 
 
 Fig. 6-2-21 のせん断補強筋では、鉄筋かぶりが 30 mm より浅いもの、43 mm から 51 mm
程度の深いものに分けられる。かぶりが 30 mm 以浅となる鉄筋①’～④’では、浮きのある部
位にも対応しており、いずれも腐食減少量が極めて大きく、腐食が進行していることが推察
できる。また、鉄筋径は細いもののかぶりが浅いため、相対的に加振力が強まり、20 μm 以
上の振動変位が観測された。このことから腐食減少量と振動変位に定性的な相関が見られ
るといえる。また、鉄筋①’，④’ではそれぞれ 100 μm，200 μm と極めて大きい振動変位が
観測された。したがって、これらの鉄筋では腐食の影響よりも浮きの影響で振動変位が大幅
に増加している可能性が考えられる。 
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一方、かぶりが 43 mm 以深の鉄筋⑤’～⑩’では振動変位が 2 μm 以下と極めて小さく、振
動変位の信頼度も低いものが多い結果となった。これは主に鉄筋径が主筋の半分以下とな
るため、主筋に比べ大幅に電磁力が低下していることが考えられ、このためドップラ成分が
ノイズレベルに近くなり、明瞭にドップラ成分を識別できないことが原因であると考えら
れる。したがって、この場合は腐食減少量と振動変位の相関の判断は困難であった。 
 
 
Fig. 6-2-22：主筋における振動変位と腐食量の関係 
 
 主筋においては、浮きのある部位での浮きと腐食減量の関係として⑤以外は鉄筋の腐食
減量が大きいことがわかる。また、浮きのある部位での浮きと振動変位との対応では②、④
以外において振動変位が比較的大きい。また、腐食減量と振動変位の関係では概ね右上がり
の傾向を示していることがわかる。一方で、腐食量に比べ振動変位が小さいもしくは大きい
②、⑤では、振動変位の信頼度が低い波形に対応している。信頼度の低い②，⑤，⑦を除い
た相関係数は 0.69 と高い相関を示した。このことから本システムにおいて信頼度中以上の
波形を用いれば、振動変位から腐食減少率をある程度推定することが可能であると考えら
れる。この推定が適用できる条件としては、本装置での深さ方向の空間分解能が 1 cm 程度
であることから、対象となる鉄筋が他の反射体と深さ方向に 1 cm 以上離れていることが求
められる。さらに信頼度が中以上の振動振幅がいずれも 4 μm 以上であることから、4 μm 以
上の振動振幅が得られることが望ましい． 
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第 7 章 結論 
 
7-1 結論 
 
 本研究では、RC 供試体、実構造物から取り出した RC 部材において加振レーダ法を用い
た振動変位計測を行い、RC 構造物において腐食の有無を判断するとともに、定量的な腐食
評価の可能性を検討した。 
 
 第 1 章は序論であり、RC 構造物における既存の腐食診断法にふれ、本研究で行う励磁コ
イルを用いた加振レーダ法による鉄筋腐食評価について述べた。 
 
 第 2 章では、加振レーダ法の原理について述べ、加振レーダ法により RC 構造物内の鉄筋
のみを振動させることで、その振動変位の計測が行えることできることを確認した。 
 
 第 3 章では、実験的に RC 構造物内の鉄筋の振動変位の計測を行うために構築した計測シ
ステムや、システム内に用いられている機器、また人工的な鉄筋腐食を起こすために行う電
食実験の原理について述べた。 
 
 第 4 章では、鉄筋かぶり 4 cm の供試体を用いて、加振レーダ法による振動変位計測の位
置依存性と電食実験による水分の影響について検証した結果について述べた。位置依存性
についての実験では、健全状態では計測位置による振動変位の差はほとんど無かったもの
の、腐食させた状態では、局所的な腐食が起きるという電食の特性の影響もあり、計測位置
毎の振動変位のばらつきが見られた。しかし、健全状態との変位量の差は大きく、同じ計測
点において比較することで腐食の有無の判断は可能であることを確認した。水分の影響に
ついての実験では、コンクリート内の水分量が増加した場合でも振動変位の大きさに影響
を与えないことを確認した。 
 
 第 5 章では、かぶり 3 cm の D16、D22 鉄筋の供試体とかぶり 5 cm の D16 鉄筋の供試体、
合わせて 15 体の供試体をもちいて鉄筋腐食の定量的な評価を行うための実験を行った。そ
の結果、かぶり 3 cm の供試体では振動変位が腐食減量に対して単調増加する傾向が見られ
たが、かぶり 5 cm の供試体ではかぶりが深いことやさび汁の出方、ひび割れの進行方向の
影響で精度の高い計測が行えず、腐食減量と振動変位に相関がみられなかった。 
 
 第 6 章では、実構造物からとり出した 2 種類の試験体において計測を行い、D22 の主筋に
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ついては鉄筋かぶり 7 cm 程度まで振動変位の計測が可能であることが確認でき、腐食減少
率と振動変位の間に相関がみられた。D13 のせん断補強筋では、鉄筋径が細く励磁コイルの
電磁力が伝わりづらいため 5 cm 以深の鉄筋の振動変位の推定が困難であった。かぶりの浅
い鉄筋については、試験体の浮きの影響もあり 100 μm を超える振動変位も得られた。した
がって、実構造物においても鉄筋の振動変位の計測が可能であり、腐食評価の適用できる可
能性が示唆された。 
 
7-2 今後の課題 
 
 加振レーダ法を用いて、実験的にコンクリート内部の鉄筋腐食評価を行った上で生じた
課題は以下の通りである。 
 
 加振システムの改善 
 
 本論文で使用したシステムをもちいた場合、かぶり 5 cm 以下では振動変位と腐食減量に
単調増加の傾向が見られた。しかし、かぶりが 5 cm をこえる状況では振動変位が正確に計
測できない場合が多くあった。実際の構造物ではかぶりが 5 cm 程度かそれより深いものが
多いとされている。そのため、励磁コイルの巻数を増やしたり、流すことのできる電流を増
やすことで加振力を強くし、より深くまで電磁力が伝わるよう改良する必要がある。 
 
 電食実験の見直し 
 
 第 5 章にて行った電食実験では、電食に使用した供試体の鉄筋端部が出ている面と鉄筋
のコンクリートと外気の境界部分にのみエポキシ樹脂の塗布を行った。しかし、特にかぶり
5 cm の供試体では計測面ではなく側面方向にひび割れ、さび汁が現れてしまう傾向が見ら
れ、腐食減量に対する鉄筋の振動変位の評価が正確に行えなかった。そのため、計測面と水
分の浸透面以外にエポキシ樹脂を塗布するなどして腐食の進行方向をある程度制限して評
価を行う必要がある。 
 
 振動変位に影響を与える因子の検証 
 
 本論文では、腐食生成物および腐食生成物の発生にともなうひび割れが振動変位に与え
る影響について検証を行った。しかし、実際の構造物においては、高強度コンクリートを使
用している場合や様々な径の鉄筋が使用されている場合がある。また、実構造物の劣化では、
第 6 章で示したように浮きや剥落などといった現象も起きる。そのため、振動変位がコン
クリート強度や鉄筋径、浮きなどによりどのような影響を受けるのか検証する必要がある。 
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